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シンポジウム１：「脳卒中・循環器病対策基本法成立で何が変わるのか」

脳卒中・循環器病対策基本法で何が変わるのか？
−脳卒中診療の立場から−
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要 旨 「健康寿命の延伸等を図るための脳卒中，心臓病その他の循環器病に係る対策に関す
る基本法」（以下，脳卒中・循環器病対策基本法）の核心は，国および都道府県が，

脳卒中対策を総合的かつ計画的に推進するための基本的計画（国：循環器病対策推進基本計画；
都道府県：都道府県循環器病対策推進計画）を策定し，それらに基づく施策を実施し，少なくと
も６年毎に見直すという仕組みができることである．
　これらの基本計画の策定の際には，医療従事者や患者・家族を含む関係者から構成される循環
器病対策推進協議会/都道府県循環器病対策推進協議会の意見が反映される（協議会の設置は，
国は義務，都道府県は努力目標）．
　加えて，医療保険者，保健・医療・福祉従事者は国および地方公共団体が定める施策に協力す
ることが責務とされ，国民も正しい知識を持って予防に取り組み，発症時に適切に対応すること
が求められている．この基本法によって，行政，医療保険者，保健・医療・福祉従事者，そして
国民が協力して脳卒中征圧に取り組む体制ができることになる．
　基本的施策として，啓発・予防，救急搬送と受け入れ体制の整備，救急救命士・救急隊員の研
修，医療機関の整備，患者の生活の質の維持・向上，連携協力体制の整備，人材育成，情報収集・
提供体制の整備，患者に対する相談支援の推進，研究の促進が挙げられており，基本計画におい
て，それぞれについて取り組むべき施策と個別目標が設定される．
　予防と発症時の対応等に関する国民啓発，救急搬送体制や医療体制の整備，消防隊・医療・福
祉の連携，発症登録による実態把握，患者・家族支援等，脳卒中関係者の悲願の実現は，これか
らの働きかけ次第である．
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シンポジウム１　「脳卒中・循環器病対策基本法成立で何が変わるのか」

脳卒中・循環器病対策基本法施行までの経緯

　理想的脳卒中対策は，１）生活習慣の改善，血圧，
血糖，脂質の管理，心房細動の早期発見と管理によ
る予防，２）発症時の気づきと迅速な救急搬送要請，
３）ストロークユニットでの急性期治療，脳梗塞な
らば発症4.5時間以内のt-PAによる血栓溶解療法と
８時間以内の血管内治療，遠隔医療の活用，そして
急性期からのリハビリテーション，４）専門性と環
境を備えた回復期リハビリ病棟でのリハビリテー
ション，５）生活期の，かかりつけ医による再発予
防と社会復帰，である．これらを実現するためには，
予防と発症時対応の啓発，救急搬送体制の整備，超
急性期治療体制の全国的整備，継ぎ目のない医療体
制の確保が求められる．
　これらの対策の実現には法律による対応が必要で
あるため，日本脳卒中協会は2009年に脳卒中対策基
本法要綱案を提唱し，2014年には参議院にて議員立
法として発議されたが，残念ながら，衆議院の解散

により廃案となった．当時，個別疾患に対する基本
法を制定することについて一部の国会会派から強い
反対があり，全会派の賛同がなければ議員立法が困
難な国会事情から，脳卒中対策基本法案の再発議は
きわめて難しい状況であった．そのため，対象疾患
に心臓・血管病を加え，日本脳卒中協会，日本脳卒
中学会，日本循環器学会，日本心臓財団が関係者に
呼び掛けて，「脳卒中・循環器病対策基本法の成立を
求める会」が発足した．2018年12月６日に参議院厚
生労働委員会にて「健康寿命の延伸等を図るための
脳卒中，心臓病その他の循環器病に係る対策に関す
る基本法」（以下，脳卒中・循環器病対策基本法)１)２)

が発議され，12月10日，第197回国会臨時会最終日に
衆議院本会議にて可決．12月14日に公布された．

脳卒中・循環器病対策基本法の施行後の展開

　脳卒中・循環器病対策基本法は，公布後１年以内
に施行され，図１に示すプロセスが動きだす．2020
年早々に厚生労働省に循環器病対策推進協議会が設
置され，国の循環器病対策推進基本計画の検討が開
始される．
　循環器病対策推進協議会は，厚生労働大臣によっ
て，患者，家族または遺族，救急業務従事者，保健，
医療または福祉業務従事者，学識経験者から任命さ
れた20人以内の委員で構成され，その任期は２年と
定められている．
　循環器病対策推進協議会における検討の後，政府
は2020年夏頃，循環器病対策推進基本計画を閣議決
定し，公表する見込みである．循環器病対策推進基
本計画で挙げられる施策については，具体的な目標
とその達成の時期が示される（第９条）．
　その後，各都道府県が国の循環器病対策推進基本
計画に基づいて，都道府県循環器病対策推進計画を
策定するので，都道府県での施策の展開は，2021年
４月頃からになると思われる．都道府県は，都道府
県循環器病対策推進計画の策定に当たって都道府県
循環器病対策推進協議会を置くよう努め，その意見
を聞かなければならず，その構成は国の循環器病対
策推進協議会と同じである（第11・21条）．
　都道府県循環器病対策推進計画は，医療法に基づ
く医療計画や健康増進法に基づく都道府県健康増進
計画など既存の計画との整合性を保つように策定さ
れ，これまでそれぞれの計画で個別に策定されてき
た脳卒中・循環器病対策が，保健，医療などの行政

注

図１　脳卒中・循環器病対策基本法のしくみ
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の垣根を越えて横断的，包括的に展開されることが
期待される．
　ここまでのプロセスを経て，ようやく循環器病対
策推進基本計画が定める施策が展開されるわけであ
るが，その後はどうなるのであろうか．第９条第６
項は，政府にこれらの目標の達成状況を調査し，そ
の結果を公表することを義務付けている．加えて，
予防，保健，医療，福祉の状況の変化，研究の進歩，
施策の効果に関する評価を踏まえて，国の循環器病
対策推進基本計画および都道府県循環器病対策推進
計画は，少なくとも６年毎に検討・修正され（第９
条 第 ７ 項 ）， い わ ゆ るPDCA（plan-do-check-act）
サイクルが回ることになる．

循環器病対策推進基本計画

　循環器病対策推進基本計画に挙げられる基本的施
策と，それによって推進が期待される施策の例を表１
に示す．具体例として，心房細動による脳梗塞予防を
考えてみたい．早期に心房細動を発見して適切な抗凝
固療法を実施することによって，心房細動による脳梗
塞は６割予防できることが報告されている３）．しかし

ながら，心房細動の症状を知っている市民は少なく，
心房細動の半数は自覚症状がなく４），また，半数は発
作性である５）．そのため，早期発見には心房細動の症
状の市民啓発と検脈の普及が必要である．この基本法
によって，学校教育・行政の広報誌・地域保健活動に
よる市民啓発，特定健診やかかりつけ医の日常診療で
の検脈・心電図検査・不規則脈波検出機能付血圧計に
よるスクリーニングの推進が期待される．加えて，特
定健診でみつかった不整脈疑いの健診受診者に対す
る医療機関受診勧奨や国保データベースとレセプト
データによる受診状況のモニターによって，心房細動
発見後の適切な抗凝固療法の開始と継続が促進され
る．

おわりに

　この基本法を活かすためには，実効性のある循環
器病対策推進基本計画と都道府県循環器病対策推進
計画を策定し，それに基づく施策を実現させなけれ
ばならない．脳卒中征圧のために，国立病院機構関
係者の皆様のご協力をお願いする．

基本的施策 条文 推進が期待される施策の例

予防と発症時の対応に関する啓発，
予防の推進 第 12 条 行政・保険者による啓発・広報の推進，

禁煙・受動喫煙の防止など予防のための施策

救急搬送体制および受け入れ体制の整備，救
急救命士および救急隊員の研修 第 13 条 脳卒中疑い患者の搬送プロトコルの策定とその研修

医療機関の整備，医療機関間の連携協力体制
の整備 第 14 条 地域ごとの脳卒中センター，

遠隔診療支援体制などの整備

消防，保健，医療および福祉サービス提供機
関の連携協力体制の整備 第 16 条 救急隊員と医療機関の連携，

脳卒中地域連携パスの様式の全国共通化

保健，医療または福祉の業務に従事する者の
育成・資質の向上 第 17 条 機械的血栓回収療法施行医の育成，

患者支援相談を行う相談員などの研修

患者の生活の質の維持向上，
保健，医療および福祉に関する情報の収集お
よび提供を行う体制の整備，
患者・家族その他の関係者に対する相談支援
等の推進

第 15 条
第 18 条第１項

相談窓口の設置，
社会資源情報の開示

全国の症例に係る情報の収集および提供を行
う体制を整備 第 18 条 発症登録事業，

地域における発症状況・治療状況・転帰の把握

研究の促進等 第 19 条 研究助成

表１　循環器病対策推進基本計画によって推進が期待される施策の例
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〈本論文は第73回国立病院総合医学会シンポジウム「脳
卒中・循環器病対策基本法成立で何が変わるのか？－
それぞれの立場から期待すること－」において「脳卒中・
循環器病対策基本法で何が変わるのか？　脳卒中診療
の立場から」として発表した内容に加筆したものであ
る〉

著者の利益相反：本論文発表内容に関連して申告な
し．
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